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能登半島地震と⽔道事業
―復旧と持続可能な⽔道事業への課題―

20240922 ⽇本環境会議
⾦沢⼤学 武⽥公⼦

能登半島地震における断⽔の深刻性
断⽔の⻑期化 • 被害の⼤規模性・深刻性

• 配管図⾯の未整備？
• 空家の介在による⼿探り復旧

現地避難の困難化
• ⽣活の衛⽣環境悪化
• 医療・介護事業所再開難
• 復旧事業者も⽇帰りで

域外避難 • 加賀地域への⼆次避難→みなし仮設
• 宅内配管の修繕困難

帰還の困難
⼈⼝流出

甚⼤な地盤災害
隆起・陥没・液状化

取⽔・浄⽔・貯⽔施
設、管路の損壊多数

耐震化の遅れ
施設の⽼朽化

珠洲市輪島市
29.78.0法定耐⽤年数超の管路⽐率(%)
23.419.2耐震管化率(%)
37.052.7耐震適合化率(%)*

*地盤の状況次第で耐震性があるとされる管を敷設。
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第3回 上下⽔道地震対策検討委員会（2024/8/27）資料
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断⽔復旧率の推移（％）

輪島市 珠洲市 ⽳⽔町 能登町 七尾市 志賀町 他
輪島市、珠洲市は5/31に早期復旧困難地域（輪島445⼾、珠洲1076⼾）を除き断⽔解消。
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第１回上下水道地震対策検討委員
会（2024/3/12）資料。

第10回復旧・復興支援本部
会議（2024/9/10）資料。

3⽉8⽇時点の
復旧⾒込み

施設更新の阻害要因としての
⽔道事業経営難
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億円 輪島市水道事業収益的収支の決算と計画

他の収益

長期前受金戻入

他会計繰入金

料金収入

他の費用

支払利息

減価償却費

経常的運営費

収支

22年度まで『地方公営企業年鑑』における決算。23年度以降は『輪島市水道事業・下水道事業経営戦略』による財
政計画（上水道・簡易水道合計）により作成。

費
用
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億円
輪島市水道事業資本的収支の決算と計画

建設改良費

企業債償還金

その他支出

企業債

他会計繰入金

国庫補助金

その他収入

収支

収
入

支
出
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輪島市の⽔道事業会計
• 収益的収⽀は2019以降⾚字化。計画でも解消⾒込なし。
• ⼈⼝減と料⾦収⼊減少（10年間引き上げせず）
• 経常的運営費の増加傾向
• 減価償却費の⼤きさ

• 資本的収⽀
• 経営戦略では2024〜29年度の建設改良費計上

築55年の輪島浄⽔場の更新予定
それに伴い30年度から減価償却費急増

• 他にも年3-4億円の建設改良費計上
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百万円
珠洲市水道事業の収益的収支決算

経常的運営費 減価償却費 支払利息 他の費用 料金収入

他会計繰入金 長期前受金戻入 他の収益 収支

『地方公営企業年鑑』各年度版および『珠洲市上水道事業経営戦略』より作成。
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珠洲市水道事業の収益的収支計画
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珠洲市水道会計資本的収支決算

建設改良費 企業債償還金 企業債

他会計繰入金 国県補助金 他の収入

収支

支
出

百万円
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珠洲市水道会計資本的収支計画

建設改良費 企業債償還金
企業債 他会計繰入金
国県補助金 収支

支
出

百万円

珠洲市の⽔道会計
• 収益的収⽀
• 給⽔⼈⼝減による料⾦収⼊減
• 収⽀が⾚字化していないのは料⾦⽔準の⾼さと経常的運営費の抑制の

結果

• 資本的収⽀
• 建設改良費の削減、企業債抑制
• 計画では年4億円程度の建設改良事業が予定されていたが、決算ではこ

れを下回る規模
• 2020以降法⽴浄⽔場更新計画策定の予定だったが・・・
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⽔道事業経営難の背景にあるもの
① 上⽔道会計の独⽴採算原則（公営企業法）

・運営費は料⾦収⼊で賄う原則
・「⼀般会計繰出基準」による例外的措置

② 国庫補助対象の建設改良費には繰出容認・交付税措置
交付税措置分が⽔道事業会計への繰出に直結するとは限らない

（⾃治体の財政事情により）

③ 簡易⽔道の統合と⽔道事業の広域化
2006〜簡易⽔道統合推進の国庫補助事業
公営企業法適⽤任意の簡易⽔道から適⽤義務の上⽔道会計へ

→⽔道事業会計の経営悪化へ

⽔供給の諸形態

備考公営企業
法適用

水道法
適用

給水人口

適用適用5000人超上水道

上水道への統合促進任意適用100人超
5000人以下

簡易水道

自治体が必要に応じて衛
生対策を定める

100人以下

飲用水供給施
設

個人・集落等の自主管理
が多い

小規模水道等
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送水・配水施設浄水場

配水池132013改良済宝立上水道

2007休止若山

2006廃止三崎

配水池12017廃止予定狼煙狼煙簡水

配水池22015改良済折戸折戸簡水

配水池1高屋高屋簡水

配水池22005廃止馬緤（馬緤簡水）

配水池4大谷大谷簡水

配水池4清水清水簡水

送水・配水施設数建設年浄水場

ポンプ場24、配水池201967輪島上水道

ポンプ場28、配水池261995地原（門前）

1973北川（休止）

ポンプ場11、配水池152003町野町野簡水

配水池32000大沢大沢簡水

配水池12000洲衛洲衛簡水

配水池12003舳倉島舳倉島簡水

珠洲市⽔道施設 輪島市⽔道施設

簡易⽔道の廃⽌・統合経過

珠洲市水道事業経営戦略（2017）および輪島市水道事業・下水道事業経営戦略（2023）
より作成。

03 長沢簡水を輪島上水道に統合
03剱地簡水、05皆月簡水を門前上水道に統合
06 輪島・門前合併により輪島市上水道に。上記簡水も
経営統合されている。

広域化と⼩規模分散型のはざま
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広域化への動き
• 2013厚労省「新⽔道ビジョン」

2018⽔道法改正 市町村区域を超えた⽔道事業の広域化へ

• 事業団⽅式の優位性（岩⼿県中部⽔道事業団の成功例）
（⽊村2020、橋本2020他）

• 専⾨⼈材の確保、施設のダウンサイジングと近代化等を考える
とあながち否定できず
※⽯川県広域化推進プラン（2023)：県内4ブロックの試案段階
県⽔受⽔北限が七尾市のため、以北の奥能登を広域化か

集落等による⽔管理
• 災害時の井⼾⽔・湧⽔利⽤（遠藤他2024）
• ⼩集落における飲⽤⽔供給施設の動向（増⽥他2020）
• 上⽔道・簡易⽔道の⽔道普及率は輪島市で96.5％、珠洲市で85.0％

→5％〜15％は⼩規模な⽔供給システムに拠っている

• 復興プラン等における⾔及
• 「⼈⼝減少などの課題に直⾯する中において、災害に強く持続可能な上下⽔

道インフラを構築できるよう、市町による⼩規模分散型⽔循環システムをは
じめとした、新たな技術の活⽤についての検討を⽀援します。」（⽯川県復
興プラン）

• 基⾦事業でも「地域⽔道施設の復旧⽀援」が盛り込まれる

※⾃主避難所の運営、⽔管理等に実績をもつ集落は少なくない
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井⼾⽔・湧き⽔の利⽤と集落⽔道
（遠藤他2024）
• ⽻咋市ホームページでの井⼾⽔提供情報のあった36件、七尾市で現地確認

した⼀般開放井⼾43件にアンケート。普段から⽣活⽤⽔として活⽤、濁
り・⽔質検査未実施の状況で提供。

（増⽥他2020）
• ⻄⽇本では⼩規模な⽔供給システムをもつ集落へのアンケート調査。⼤半

は給⽔⼈⼝50⼈未満半数以上で塩素消毒を⾏わず、⾃然災害を原因とした
断⽔やトラブルがたびたび発⽣。外部⽀援を望む業務は多岐に亘る。

（浅⾒他2022）
• ⽔道法適⽤外の⽔供給利⽤者は全国200万⼈と推計。全国の⾃治体の75％

は⼩規模⽔道の存在を把握、⼩規模⽔道の70％は台帳等によって⾃治体が
把握。⽔質検査の必要性は認識されつつも法的に規制されない。

小規模水道飲料水供給施設専用水道簡易水道上水道
総人口市町名

給水人口箇所給水人口箇所給水人口箇所給水人口箇所給水人口箇所

171
101941

46,348147,831
七尾市

241

54740
3413,050418,559122,383

輪島市
68814

66210,182111,979珠洲市

18116,534117,549志賀町

263142003
33446,07917,451

穴水町

131
611

14,214114,554
能登町

231

⽯川県⽔道統計（R4）より。⼩規模⽔道は全て把握されているわけではない。
上段は市町運営、下段は市町以外運営、区分していない⾃治体もある。

能登6市町の⽔供給システム
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能登町某集落での「組合⽔道」
60年前に住⺠がお⾦を出し合って設置
電気復旧（発災4⽇⽬）後から通常使⽤
（タンクから先は⾃然流下だが、タンクへ
の注⼊にポンプ使⽤）
管は塩化ビニル製、各⼾に分岐させて配⽔
家によっては浄⽔機設置
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